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総合技術本部とは

東京大学総合技術本部設立への経過と現状
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設立：2012年4月（平成24年）
【設立目的】

専門的知識、技術等を最大限
活かす
技術職員全体の資質の向上

本学の教育研究能力の一層
の向上

部局を越えた技術組織や技
術職員相互のネットワークを
構築

専門的技術や人材の交流を
図る

技術の向上のための全学的
な場を提供･支援

総合技術本部
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総合技術本部 構成員【兼任】

◎本部長：理事又は副学長（総長指名）

◎副本部長：教職員（本部長指名）

◎本部員：本部長が指定する部局の長から推
薦された技術職員、本部長が必要と認める教
職員

◎任期：2年、再任は原則1回
◎現在：本部長（副学長）、副本部長（教員）、
本部員（技術職員7名、教員3名、副理事1名）
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総合技術本部 イメージ
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総合技術本部
連携

【役割】

技術職員組織の具体
像の検討

【任務】

・技術職員集団として
の意思形成の促進

・技術職員組織化に関
する重要事項等

【目的】
・技術職員全体の資質の向上
・部局技術組織の整備支援
・部局技術組織との連絡調整
・部局技術組織間の連絡調整
【業務】

企画調整室
・総合技術本部における企画調整
・部局技術組織等からの相談対応
・部局技術組織への情報提供

研修企画委員会
・技術職員研修の企画、立案、運営
・全学技術発表会の企画、立案、運営

技術専門職選考委員会
・技術専門職の選考

組織化検討
ワーキング・グループ

総合技術本部
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総合技術本部組織 （室・委員会）

企画調整室 研修企画委員会
技術専門職選考

委員会

総合技術本部

①総合技術本部における企
画調整
②部局技術組織からの相談
対応
③部局技術組織等への情報
提供
【構成員】

①室長
（副本部長）

②幹事
（本部員の技術職員の互

選により本部長が指名）

③室員
（本部員が兼務）

【連絡・調整】
技術職員連絡会議

①全学技術発表会の企画、
立案、運営
②技術職員研修の企画、立
案、運営

【構成員】
①委員長
（副本部長が兼任）

②副委員長
（企画調整室幹事が兼任）

③委員
（本部長が指名する教職

員）

①技術専門職の選考

【構成員】
①委員長
（理事のうちから総長が指

名する者1名）

②委員
（総長が指定する部局の長

からの推薦の教授及び准教
授、各1名、人事部長）
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総合技術本部設立への経過

東京大学総合技術本部設立への経過と現状
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東京大学の教職員数変遷
（特定有期雇用教職員を除く）

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

教職員数 6642 6719 6739 6626 6918 7002 6991 6955 7047 6997 7081 7274

技術職員数 917 788 781 692 674 664 646 631 625 605 590 573
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法人化 10.5％ 総合技術本部設立 8.0%
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＊データは東京大学ホームページより



組織化への道のり 1
大学に於いては、教育研究を技術の面から関わる技術職員個々の業務内容
が、教員個々の研究に密着しているため、客観的、統一的な評価が得られに
くい面を有し、なおかつ位置付けが不明確であることから、所要の改善を図る
ことを目的に、種々の検討がなされてきた。

１．「技術職員待遇改善検討会の中間的検討状況について」
（昭和60年10月22日 文部省）
技術職員を専門行政職俸給表適用の大学技術官等（設定数≒4,000）と
教育職（一）適用の実験･実習指導職員に区分する案

２．「技術職員待遇改善検討会における検討状況のまとめ」
（昭和61年3月13日 文部省）

中間試案での教育職（一）適用の実験･実習指導職員を行政職（一）適用
の実験実習官に区分する修正案等であったが、上記案の実施は見送ら
れた
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組織化への道のり 2
３．「技術職員問題について」

（昭和62年6月16日 国立大学協会第4常置委員会）
職責及び職務に応じた適正な格付けがなされるための方策の提案

「専門行政職を導入することを目指しつつ、それに向かっての中間的段
階として、まず現行の行政職俸給表体系の中で職務内容等の諸条件の
整理を行い、官職および組織を整えて処遇面の改善を図る。」とともに
「可及的速やかに専行職へ移行できる体制の構築を急ぐ。」という
2段階の方策が現実的であるとした考えであった

４．「再び技術職員問題について」
（昭和62年11月10日 国立大学協会第4常置委員会）
組織化の基本となる考え方が示された
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組織化への道のり ３
◎平成元年４月１日より

東京大学では各部局において技術職員の組織化を図る
運びとなった

この基調は
「教員組織」「事務職員組織」「技術職員組織」

３本の柱からなっている

職制形態（技術長、班長、技術主任、技術職員）

実際の職務遂行形態に適応したものばかりではなかったこと
もあり、必ずしも十分に機能することはなかった

同時に全学的な研修も実施 ⇒ 今日の東京大学の技術職員
研修の礎となった
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組織化への道のり ４
◎「教室系技術職員（技術官）の専行職移行について」
（平成6年３月１日 技術職員問題に関する検討会（東京大学))

具体的業務を分類
① 研究実験用設備･機器の開発、設計、試作、操作等
② 研究実験の実施、測定、分析、検査、データ処理、解析等
③ 資料調査、保全、複製、古文書影写等を通じての研究資料の作成等
④ 研究実験用各種資料の採集、保存、標本作成、観察、分類、分析等
（生物資料にあってはさらに飼育管理、育成、培養等）
⑤ 学部学生の実験及び実習の技術指導、大学院学生の研究の技術指
導
⑥ 研究実験室環境の技術的保全と安全防災の技術的支援

職としての専門性を明確にした

「技術官とは、専門的な知識、技術等に基づき教官の示す大綱的な方針
のもと、研究教育に関わる技術開発及び技術業務並びに学部学生の実
験・実習の技術指導及び大学院学生の研究の技術指導等を独立して行
う職」
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組織化への道のり ５
「国立大学、国立短期大学及び国立高等専門学校の技術専門官及び技術
専門職員に関する訓令」が施行
（平成10年 文部省訓令33号）
教育研究を専門的.技術の側面から支える大学等の技術職員の待遇改善を
図るため、大学等に技術専門官と技術専門職員の職が制定された。

平成16年4月 国立大学法人化（2004年）

「東京大学における技術専門員及び技術専門職員に関する規程」
（平成17年2月17日 総長裁定）を整備

「学校教育法の改正」（平成19 年4 月）
教員は、教授、准教授、講師、助教、助手という職名が導入

同法で述べる技術職員は、看護師、船員、衛生検査技師、施設系技術職
員、教室系技術職員等を指している
教室系技術職員については、法令的に明確な位置付けがなされていない
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組織化に向けた検討と具体化 １
「東京大学人事関係ワーキンググループ」設置
（平成16年度）総長補佐を中心

「技術職員の在り方の改善について（中間報告）」
（平成18年度「人事関係WG「技術職員の在り方検討」部会」）
技術職員の基本的な在り方についての検討

職務内容が、実際の職務と大きく乖離しているとの指摘が技
術職員から多数寄せられた

「技術職員組織化の方針（骨子）案」
（平成20年5月27日 科所長会議）

技術職員の組織を、教員組織および事務組織と並立する重要
な組織とすることを基本に検討

技術職員組織の具体像を検討するためワーキンググループ
を設置、ワーキンググループは技術職員の意見も適切に反映
される構成
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組織化に向けた検討と具体化 ２

◎「東京大学技術職員組織化検討ワーキング･グループ」設置
（平成20年6月10日 総長裁定） 組織等の在り方が検討

全学21名の教職員から構成（理事・副学長2名、総長補佐2名、教員7
名、技術職員7名、事務職員 3名）
（H23年2月準備室の設置了承、H23年11月イメージ提案、
H24年2月各種規程上の解釈検討）

◎「東京大学技術本部設立準備室」が設置
（平成23年4月22日 総長裁定）

WG内に担当理事を室長とした技術職員4名、教員2名、事務職員2名
から構成（H23年6月からH24年1月まで8回開催）
東京大学技術本部設立に向けた検討
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組織化に向けた検討と具体化 ３

◎「東京大学総合技術本部設立に際して」（ステートメント）
（平成24年3月31日 東京大学技術本部設立準備室）

声明文を作成（総合技術本部の全容、３本柱、組織化への道のり、組織
化に向けた検討と具体化、組織化実施と今後）

◎「東京大学総合技術本部に関するQ&A」
（平成24年3月31日 東京大学）

総合技術本部を設立にあたり広く理解してもらうために
「設立する組織についての説明」「これまでに寄せられた疑問に答える」
ために作成（法的解釈のため）

◎「東京大学総合技術本部」設立
（平成24年4月1日）
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総合技術本部の現状

東京大学総合技術本部設立への経過と現状
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• 技術職員の所属部局：２５部局

（本部各課を小規模部局の位置づけ表現）

• 総合技術本部員：１３名

（本部長、副本部長、技術職員７名、教員３名、人
事部長）

企画調整室室員：１２名

（副本部長、幹事、技術職員6名、教員３名、人事部長）

技術職員連絡会議：（情報の共有化と伝達、意見吸上げ）

（企画調整室員、各部局選出連絡員）

研修企画委員会：１５名 （５郡⇒７群、群別会議）

（委員長、副委員長、技術職員７名、教員３名、事務職員
３名）
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東京大学技術発表会実行委員会：４８名＋α
（総合技術本部員、研修企画委員会委員、技術職員）

２０１６年３月に全学技術発表会を開催予定

主催：東京大学総合技術本部

企画・運営：東京大学技術発表会実行委員会

総合技術研究会実行委員会：４８名＋α
（東京大学技術発表会実行委員会が引き継ぐ）

２０１７年３月に総合技術研究会を開催予定

主催：東京大学総合技術本部

企画・運営：総合技術研究会実行委員会

ホームページ制作協力：９名
（企画調整室室員３名、技術職員６名）

内部向けに充実している（情報の共有化）
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１群
工学系

２群
農学生命科学、分生研

３群
医学系、医学部病院、
薬学系、医科研、東文研、
社研、史料、
アイソトープ、 本部

４郡
理学系、総合文化、
情報理工、宇宙線研、
大海研、物性研

５郡
生研、地震研、
先端研、低温センター

新旧 研修企画委員会



まとめ

東京大学総合技術本部設立への経過と現状
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• 東京大学技術職員組織の窓口

• 部局技術組織の整備支援

• 部局技術組織との連絡調整

• 部局技術組織等からの相談対応

• 部局技術組織等への情報提供

• 技術職員研修の企画、立案、運営

• 全学技術発表会の企画、立案、運営

• 技術職員相互のネットワークの構築、連携

• 技術職員全体の資質の向上
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＊この講演資料は主に「東京大学
総合技術本部」ー設立への経ー
をもとに作成した。

参考資料
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